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2022年２月14日

株 主 各 位

東京都千代田区神田多町二丁目２番地22

明 治 機 械 株 式 会 社
代表取締役社長 日 根 年 治

臨時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社臨時株主総会を下記により開催いたしますので、ご案内申し上げま

す。
本臨時株主総会は株主からの請求を受けて開催するものですが、上程されてい

る議案には、当社提案（第１号議案）、当社及び当該株主双方からの提案（第２
号議案）、当該株主からの提案（第３号議案及び第４号議案）が含まれておりま
す。

株主の皆様は、事前に書面（議決権行使書）による行使も可能ですが、当社と
しましては、委任状による議決権行使をお願いしておりますので、後記７頁から
23頁の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類及び株主総会参考書類」をご
検討いただきまして、後記６頁記載の「議決権行使のご案内」及び同封の「委任
状による議決権行使のお願い」を参照の上、議決権行使書とともに返信用封筒に
て2022年２月28日（月曜日）午後５時45分までに到着するようご返送くださいま
すようお願い申し上げます。
　なお、本臨時株主総会における新型コロナウイルスの感染リスクを避けるた
め、株主の皆様には、株主総会当日のご来場を見合わせていただき、事前の議決
権の行使をご推奨申し上げます。

議案の内容は「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類及び株主総会参考書
類」に記載のとおりであります。

　当社取締役会は、株主から提案された第３号議案及び第４号議案について　反
対　しております。

当社取締役会の当該議案に対する反対意見は、「議決権の代理行使の勧誘に関
する参考書類及び株主総会参考書類」に記載しております。第３号議案につきま
しては、16頁から18頁、第４号議案につきましては、22頁から23頁に記載のとお
りです。

敬 具
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１．日 時 　2022年３月１日（火曜日）午前11時00分

２．場 所 　東京都千代田区神田美土代町７番地

　住友不動産神田ビル　ベルサール神田　２階ホール

　（前回と会場が異なります。末尾の会場ご案内図をご参照

ください。）

３．会議の目的事項

決 議 事 項

<会社提案>

第１号議案 　監査等委員である取締役１名選任の件

<会社提案・株主提案>

第２号議案 　資本金の額の減少の件

<株主提案>

第３号議案 　監査等委員である取締役１名選任の件

第４号議案 　会社法316条２項に定める当社の業務及び財産の状況を

　調査する者の選任の件

第１号議案は会社提案議案です。
第２号議案は会社提案・株主提案議案です。
第３号議案及び第４号議案は株主提案議案です。

当社取締役会は、第３号議案及び第４号議案に　反対　し

ております。当社取締役会の意見にご賛同いただける株主

様におかれましては、第３号議案及び第４号議案に　「反
対」　の議決権行使をしていただきますよう、お願い申し

上げます。

記
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４．議決権行使にあたってのご注意

(1) 監査等委員である取締役の選任議案（第１号議案及び第３号議案）

当社定款第19条第２項において、当社の監査等委員である取締役の員

数は、４名以内と定められております。第１号議案では監査等委員であ

る取締役１名の選任を、第３号議案では監査等委員である取締役１名の

選任を提案しており、両議案の全ての候補者が選任されると、監査等委

員である取締役は５名となり、当社の定款に定める監査等委員である取

締役の定員枠を超えてしまうこととなります。かかる場合には、原則と

して、議決権行使書、委任状による議決権行使分を含め、過半数のご賛

同を得た候補者を選任するものとさせていただきますが、採決の結果、

過半数のご賛同を得た候補者が２名となった場合には、賛成の議決権の

個数が多い候補者１名を選任するものといたします。

(2) 賛否の表示のない議決権行使書面の取り扱い

議決権行使書面において、各議案に賛否の表示がない場合、会社提案

議案及び会社提案・株主提案議案（第１号議案及び第２号議案）につい

ては賛成の意思表示があったものとして、株主提案議案（第３号議案及

び第４号議案）については反対の意思表示があったものとして取り扱わ

せていただきます。

(3) 代理人による議決権行使

代理人による議決権の行使につきましては、議決権を有する他の株主

様１名を代理人として、その議決権を行使できることとさせていただき

ます。この場合、代理権を証明する書面として、①委任状及び②委任す

る株主の議決権行使書、委任状に押印された印鑑の印鑑証明書またはパ

スポート、運転免許証もしくは各種健康保険証の写しその他の株主ご本

人を確認できる書面をご提出ください。株主ではない代理人及び同伴の

方など株主以外の方は、株主総会に出席いただけません。

(4) 議決権の不統一行使
議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前まで

に、当社に議決権の不統一行使を行う旨及びその理由をご通知くださ
い。

以　上
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本臨時株主総会における議決権行使の公正性を害する行為への対応について

①ＱＵＯカードその他の金品を配布する等の経済的利益の提供を誘引として、委任状

を取得し若しくは議決権行使書等による議決権行使を勧誘し若しくは促す方法、又は、

委任状の取得若しくは議決権行使書等による議決権行使に事実上の影響を及ぼす方法、

②委任状の勧誘の際に当社のロゴを利用する等して株主に当社からの勧誘であると誤解

を生じさせるおそれのある表現を用いて委任状を取得する方法、③その他の不公正な方

法を用いて、委任状や議決権行使書等による株主の議決権行使に不当な影響を及ぼした

事実（以下「本不正行為」といいます。）が客観的に確認された場合には、本臨時株主総

会における議決権行使の公正性を害するものとして、本不正行為により取得された委任

状に基づく議決権行使、及び本不正行為を受けてなされた議決権行使書等による議決権

行使は、いずれも無効として取り扱う場合がございます。

なお、株主の皆様において、本不正行為が行われていることを認識した場合には、以

下の連絡先までご連絡ください。

《ご連絡先》　〒101-0046

東京都千代田区神田多町二丁目2番22

明治機械株式会社　管理部

TEL :03-5295-3511

FAX :03-5295-3580

Email :mkir@meiji-kikai.co.jp

  当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。

本招集ご通知は、当社ウェブサイトにて開示いたしております。
議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類及び株主総会参考書類に修正が生じ

た場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス 
https://www.meiji-kikai.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 4 －



<新型コロナウイルス感染症への対応について>

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主総会会場におきましては、開催日現在の

状況に応じ、マスク着用やアルコール消毒液の設置など感染予防のための措置を講じて

まいります。本臨時株主総会にご出席される株主の皆様におかれましては、当日は、受

付にて検温を実施させていただきますので、何卒、ご理解賜りますよう、お願い申し上

げます。

※なお、本臨時株主総会にご出席を検討されている方、特にご高齢の方、妊娠されてい

る方におかれましては、新型コロナウイルス感染による重症化リスクが高いとされて

おりますので、株主総会当日のご来場を見合わせていただき、事前の議決権行使をご

検討くださいますようお願い申し上げます。
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議決権行使のご案内

①委任状による議決権行使のご案内

　当社としましては、委任状による議決権行使をお願いしておりま

す。

　委任状による議決権行使とは、代理人に対して議決権の行使を委任
いただく方法です。①同封の「委任状による議決権行使のお願い」を
ご参照の上、委任状に必要事項をご記入いただき、②議決権行使書用
紙を切り離さず、議決権行使書用紙と共に、③返信用封筒にて、2022
年２月28曰（月曜曰）午後５時45分までに到着するようご返信くださ
いますようお願い申し上げます。

②その他の方法による議決権行使のご案内

＜株主総会にご出席をご希望の場合＞

　同封の議決権行使書用紙を株主総会当曰の会場受付にご提出くださ

い。

＜議決権行使書（郵送）で議決権行使をご希望の場合＞

　同封の議決権行使書用紙に各議案の賛否をご表示いただき、2022年
２月28曰（月曜曰）午後５時45分（行使期限）までに到着するようご
返送ください。
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類及び株主総会参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者

明治機械株式会社

代表取締役社長　日根　年治

２．議案及び参考事項

≪会社提案≫（第１号議案）

第１号議案　監査等委員である取締役１名選任の件

１．議案の要領

　新たに監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。な

お、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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氏名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当社の株

式数

小山　貴子

（1970年１月３日生）

1992年４月　株式会社リクルート（現株式会社

リクルートホールディングス）入

社

2005年３月　株式会社揚羽プロダクション入社

2011年３月　株式会社ブレインコンサルティン

グオフィス入社

2012年７月　小山貴子社会保険労務士事務所

（現社会保険労務士事務所フォー

アンド）代表（現任）

2015年４月　株式会社ツナグ・ソリューション

ズ（現株式会社ツナググループ・

ホールディングス（東証一部））

社外監査役　（現任）

2015年９月　株式会社イノベーション（東証マ

ザーズ）社外監査役

2017年１月　公益財団法人東京都中小企業振興

公社　創業ステーション丸の内人

事専門相談員（現任）

2017年７月　株式会社フォーアンド　代表取締

役（現任）

2020年４月　一般社団法人日本テレワーク協会

客員研究員・相談員（現任）

－株

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．小山貴子氏は、社外取締役候補者であり、就任した場合、東京証券取

引所に独立役員として届け出る予定です。

３．当社は、小山貴子氏が監査等委員である取締役に就任された場合に

は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、法令に定め

る要件に該当する場合は、同法第423条第1項の損害賠償責任を法令で

定める責任限度額に限定する契約を締結する予定であります。
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４．当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険

会社との間で締結しており、これにより取締役が業務に起因して損害

賠償責任を負った場合における損害等を填補することとしておりま

す。なお、候補者が監査等委員である取締役に就任した場合は、当該

保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約について同内容

での更新を予定しております。

２．社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

当社は、2021年３月期における多額の損失計上を受け、経営課題を解決

し、業績の早期回復、中長期的な企業価値向上を図るためには、主要株主

であるTCSホールディングス株式会社や提案株主である日本コンベヤ株式会

社から独立した社外取締役を選任し、社外の視点や知見を取り込むことが

重要と認識しております。

当社取締役会は、当社の経営課題の一つとして、役職員一人ひとりが成

長を体現し、結果として組織力が強化されていくことが重要と認識してお

り、人材育成・強化の領域における稀有なスキル、具体的には役職員一人

ひとりが気持ちの持ち方・ありようを変化させ、やりがい、成長を実感で

きるような仕組みをつくり、具体的施策を実行できるような能力を有した

人材を招聘できないか模索してまいりました。

会社提案である第１号議案の監査等委員である取締役の候補者である小

山貴子氏は株式会社リクルートに在籍していた際、個人事業主から上場企

業まで2,000社を超える採用・教育研修のコンサルティングに従事し、同社

を退社後も人事関連業務に携わった後、社会保険労務士事務所を立ち上

げ、現在は社会保険労務士事務所・人事コンサルティング会社の代表取締

役を担うとともに、上場企業（東証１部）の非常勤監査役等に従事してい

ます。

経営資源であるヒト・モノ・カネのうちヒトに関連する分野で高い専門

性を有し、例えば、一人ひとりの気持ちのありようを変化させ、企業の生

産性向上や従業員一人ひとりが充実感を持てるような教育、研修、育成を
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実施してきております。

当社では、2021年７月以降、部長、課長レベル等へ権限移譲、従業員の

仕事の取組み方の見直し等を進めてきているところ、小山貴子氏からは、

役職員が現状に安住することなく、自発的に改革に取り組むよう役職員の

意識を一新させるような提言が期待でき、同氏を選任することは役職員の

成長、ひいては中長期的な企業価値の向上に必ず資するものであると確信

しております。

また、同氏は、様々な人間関係やストレス、職場でのコミュニケーショ

ン問題等の社会的課題の解決でも実績があり、コロナ禍をはじめ各種スト

レスが生じやすい昨今の環境下、当社の組織力強化、社内コミュニケーシ

ョン円滑化等に資するアドバイスも頂けると考えております。

そして、小山貴子氏は、TCSホールディングス株式会社とも提案株主であ

る日本コンベヤ株式会社とも全く関係性を有しない独立した第三者です。

以上の点を踏まえるに、当社取締役会は、会社提案に係る取締役候補者

である小山貴子氏が監査等委員である取締役に適任であると判断いたしま

した。
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≪会社提案・株主提案≫（第２号議案）

第２号議案　資本金の額の減少の件

１．議案の要領

会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額を減少し、その他資本

剰余金に振り替えるものであります。

（１）減少する資本金の額

資本金の額1,414,059,580円のうち、1,314,059,580円を減少し、資本金

の額を100,000,000円とする。

（２）資本金の額の減少の方法

発行済株式総数を変更せず、減少する資本金の額1,314,059,580円の全

額をその他資本剰余金に振り替える。

（３）資本金の額の減少の効力発生日

2022年３月31日

２． 会社提案の理由

当社は、建設業法第３条に基づき東京都より建設業の許可を受け、プラ

ント工事等の請負を行っておりますが、2022年８月に当該許可の更新期限

が到来します。

当社が許可を受けている「特定建設業」の更新要件の一つとして、財産

的基礎等に関わる要件があり、具体的には、①欠損の額が資本金の20％を

超えていないこと（「欠損の額」とは、貸借対照表の繰越利益剰余金が負

である場合にその額が資本剰余金、利益準備金及び任意積立金の合計額を

上回る額をいいます。）、②流動比率が75％以上であること、③資本金の

額が2,000万円以上であり、かつ、自己資本の額が4,000万円以上であるこ

とが定められております。

当社では、2021年３月期決算、2022年３月期第１四半期決算状況、更に

は以降の月次損益状況を踏まえ、上記①の要件が未充足になる可能性があ

ることを認識し、取締役会にも報告の上、以後、対応策を継続的に検討し

てまいりました。
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その結果、上記①の要件の未充足を回避し、建設業の許可を更新するた

めには、資本金の額の減少を行う必要があるとの結論に至り、これに係る

議案を次回の当社定時株主総会において付議する方向で準備を進めており

ました。

かかる状況の中で、図らずも提案株主の側から資本金の額を100,000,000

円とすることの提案がなされた次第であり、当社としても、これに反対す

る理由はございませんので、かかる株主提案に賛成すると共に、会社提案

としてもこれを付議することといたしました。

３． 株主提案の理由

当社は、国土交通省の許認可事業を手掛け、その事業認証の更新におい

て財務基盤の健全性の確保が求められているところ、欠損の額（2022年３

月期第２四半期決算における利益剰余金△366,098千円）を抱えており、

2022年３月期通期の決算において損失を計上する可能性が高い。このまま

では、2022年８月に更新期限を迎える特定建設業の許可の更新基準のうち

財産的基礎の要件の１つ（欠損の額が資本金の額の20％を超えていないこ

と。なお、「欠損の額」とは、貸借対照表の繰越利益剰余金が負である場

合にその額が資本剰余金、利益準備金及び任意積立金の合計額を上回る額

をいう。）の充足が困難な状況であり、当社には、大型案件の受注をはじ

めとした事業の継続に看過しがたい懸念が生じている。

そのため、所轄官庁の指針（「経営再建中の建設業者に係る建設業法上

の事務の取扱いについて」（平成12年６月１日付建設省経建発第111号））

によって、許可の更新の日までに当該要件を満たせば足りるとされている

ことを踏まえても、当社においては、可能な限り早期に欠損の填補を行

い、特定建設業の許可の更新基準を充足することにより、経営環境の改善

を早期に示す必要がある。

もとより、当社の経営再建のためには、欠損の填補を行うことによっ

て、財務体質の健全化、今後の資本政策上の柔軟性及び機動性の確保、税

負担の軽減を図る必要もある。
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≪株主提案≫（第３号議案及び第４号議案）

第３号議案及び第４号議案は、株主（１名）からのご提案によるものでありま

す。各議案の要領及び提案の理由は、株主から提出されたものを原文のまま掲載

し、続けて、株主提案に対する当社取締役会の意見を記載しております。

第３号議案　監査等委員である取締役１名選任の件

ア　議案の要領

以下の候補者１名を、当社の監査等委員である取締役として選任する。

氏名（生年月日）

川田耕治（かわたやすはる）（1961年１月６日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1985年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会社新生銀行）入行

2003年４月 株式会社コー・ビーイング設立代表取締役（現任）

2006年７月 大和鋼管工業株式会社財務経理部門取締役

2009年６月 タイヨー株式会社監査役

2015年６月 株式会社長友代表取締役

2015年６月 森本化成株式会社監査役（現任）

2016年３月 株式会社マンションクラウドパートナー設立代表取締役（現

 任）

2020年２月 大和鋼管工業株式会社監査役（現任）

社外取締役候補者とした理由

川田耕治氏は、株式会社日本長期信用銀行（当時）において、法人、融

資、人事部門の管理職等に従事した後、コンサルティング会社を設立し、

企業経営者として豊富な経験と知識を有している。当該知見を活かして、

当社における、特に企業価値の回復・向上に向けた各種サポート、コーポ

レート・ガバナンスの一層の強化、株主共同の利益の実現に向けた助言等

が期待でき、社外取締役候補者として提案するものである。
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所有する当社の株式の数

０株

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．川田耕治氏は、社外取締役候補者であり、就任した場合、東京

証券取引所に独立役員として届け出る予定です。

イ　提案の理由

当社のその他の関係会社であるTCSホールディングス株式会社（議決権所有割

合1.17％。以下「TCSホールディングス」という。）は、共同保有者と合わせて

3,805,100株（持株割合33.37％）の当社株式を保有している（TCSホールディン

グス及び共同保有者を総称して、以下「TCSグループ」という。）。当社におけ

る現実の議決権行使率に照らせば、TCSグループは、当社に対して実質的な支配

力を持つ株主（以下「支配的株主」という。）である。

当社の取締役８名中４名（川辺孝治氏、髙山正大氏、加藤晃章氏及び北脇俊之

氏）は、TCSグループに属する複数の会社の取締役を兼任又は歴任しており、TCS

グループの影響を色濃く有する取締役であると言え、したがって、当社において

は、少数株主の利益の代弁者である取締役が取締役会の過半数を占めていない状

況である。また、上記４名以外の４名の取締役のなかで、社外取締役は１名（石

田稔夫氏）しかおらず、残り３名の取締役（日根年治氏、小林敏敬氏、木原攻

氏）は、いずれも社外取締役ではない。むしろ、当社取締役会に、TCSホールデ

ィングス代表取締役社長であり当社取締役髙山正大氏の実兄である髙山芳之氏を

はじめとする同社役員を毎回陪席させており、当社の支配的株主であるTCSホー

ルディングスは、当社の議決権や当社取締役会に対する支配力を背景とした強い

影響力を有しており、当社は、コーポレート・ガバナンス上の重大な問題を抱え

ている。

そのような状況のもと、当社においては、2020年３月期から２期連続して当期

純損失を計上し、また、2022年３月期もいずれの四半期においても営業損失及び

経常損失を計上しており、当社の経営状況は急速に悪化している状況である。し

かも、第２号議案の株主提案の理由で述べたとおり、当社には、財務状況の著し

い悪化に起因し、大型案件の受注をはじめとした事業の継続に看過しがたい懸念

が生じている。現状のままでは、極めて近い将来に当社の企業価値が回復不能な
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程度に毀損されることが強く懸念される。

しかるに、TCSホールディングスは、当社に対する支配力を背景に当社との間

で2014年３月31日付け資本業務提携契約を締結しているところ、当社は、TCSホ

ールディングスとの提携によりサービスの提供その他のメリットを何ら享受して

おらず、かつ、上記のとおり2020年３月期及び2021年３月期と連続して損失を計

上しているにもかかわらず、また、下記に詳述するとおり、2020年３月期以前の

有価証券報告書に虚偽記載があった可能性があるにもかかわらず、TCSホールデ

ィングスに対する業務提携料を漫然と支払い続け、便宜を図り、当社から無意味

な財産的流出が継続している可能性が相当程度ある。

請求人は、当該資本業務提携が所期の目的を果たしているかを確認すべく、

TCSグループとの各種シナジーの有無及びその内容並びに貴社の経営に与えてい

る効果について、当社経営陣に対し、2021年10月26日付け質問状を交付し、同年

11月２日までの回答を求めたが、当社からは現時点に至るまで回答を留保されて

いる。

以上に照らせば、当社の支配的株主であるTCSホールディングスは、TCSグルー

プの利益のためにその影響力を当社に対して行使することで、当社の少数株主と

の間において構造的な利益相反関係を有しており、当社少数株主の利益が現に損

なわれている状況にあると言える。

したがって、当社においては、支配的株主であるTCSホールディングスからの

独立性を高め、その企業価値向上に真に資する経営体制の構築のために、直ちに

ガバナンスの強化を図ることを要する。ガバナンス強化のためには、少数株主と

利益相反の生じる恐れのないTCSホールディングス及び経営陣から独立した監査

等委員である社外取締役を選任し、少数株主の利益が適切に保護される枠組みを

構築し、かつ、当該監査等委員である社外取締役によって、当社の業務執行及び

財産の状況を広く把握、監視及び改善し、もって企業価値の回復を図る必要があ

る。

そこで、TCSホールディングス及び当社の経営陣からの独立性が高く、企業の

経営経験及び豊富な財務的知識を有する川田耕治氏を監査等委員である取締役に

選任することを提案するものである。
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当社の取締役会は、第３号議案に 反対 であり、株主の皆様に反対の議決

権行使を推奨いたします。

【第３号議案に対する当社取締役会の意見】

[意見]

株主提案では、第３号議案である監査等委員である社外取締役を選任する理由

として、支配的株主であるTCSホールディングスからの独立性を高め、その企業

価値向上に真に資する経営体制の構築のために、直ちにガバナンスの強化を図る

ことを要し、ガバナンス強化のためには、少数株主と利益相反の生じる恐れのな

いTCSホールディングス及び経営陣から独立した監査等委員である社外取締役を

選任する必要があるとし、川田耕治氏をその候補者としております。

しかしながら、川田耕治氏は、その独立性等に疑問があると言わざるを得ませ

ん。

株主提案を受けて当社において調査しましたところ、川田耕治氏と、提案株主

の代表取締役社長である梶原浩規氏は、過去同時期に同一の本店所在地（東京都

内のマンションの一室）において各々の会社を経営しており、両名がかつて事務

所を共にしていた旧知の間柄であることが確認されました。

また、提案株主は、2022年１月19日に、その株主権に基づき当社の会計帳簿等

の閲覧・謄写を行いましたが、その際、川田耕治氏も提案株主の代理人弁護士及

び従業員と共に来社し、提案株主の従業員に指示を出しつつ、主導的に当社の会

計帳簿等の閲覧・謄写等を行っておりました。来社時の来客者名簿には会社名の

欄に「日本コンベヤ」と記載された上で川田耕治氏の署名があり、当社は、後に

来客者名簿を見て、来社した人員の中に川田耕治氏がいたことを知ったもので

す。（※なお、会計帳簿等の閲覧・謄写は株主でなければ行うことができないに

もかかわらず、川田耕治氏が提案株主の社員と偽ってかかる行為を行ったこと、

提案株主がかかる行為に加担したことは異常であり重大な問題であると捉えてお
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ります。）

これらの点に鑑みれば、提案株主と川田耕治氏との関係性が単なる提案者と候

補者というだけの関係性に留まるものではないことは明らかであり、川田耕治氏

が当社の取締役に就任した場合には、提案株主の意を汲んだ経営関与を行うであ

ろうことは、容易に推察されるところであります。

しかも、提案株主からの株主総会招集請求書記載の川田耕治氏の略歴、地位、

担当及び重要な兼職の状況によると、同氏には上場企業における役員の経験はな

く、監査等委員としてコーポレート・ガバナンスを担うに足る資質があるかは疑

問であり、また、当社の事業や課題に精通しているような略歴等も見当たらず、

同氏を当社の取締役として選任すべき合理的な理由はありません。実際、提案株

主からの株主総会招集請求書においても、同氏を選任すべき積極的な理由として

は、TCSホールディングスからの独立性のほかは、「企業の経営経験及び豊富な

財務的知識を有する」という抽象的な理由しか挙げられておりません。これらの

点からしても、今般の株主提案は、同氏のスキルや手腕を期待しているものでは

なく、前述のとおり、提案株主の意を汲んだ経営関与を期待しているものである

ことが強く窺われるところです。

そもそも、提案株主も、1,926,200株の当社株式（発行済株式（自己株式を除

く。）の総数に対する所有株式数の割合16.91％）を保有する主要株主である

上、当社の取締役には提案株主の取締役でもある石田稔夫氏が就任しており、こ

れに加えて川田耕治氏が当社の取締役に就任することとなれば、提案株主による

当社取締役会に対する影響力はより一層増大することとなります。これは、提案

株主が目的として掲げているガバナンスの強化や少数株主の保護とは逆行するも

のです。言い換えれば、本株主提案は、支配的株主であるTCSホールディングス

からの独立性を高めるものとされていますが、その実、TCSホールディングスに

次ぐ大株主である提案株主の支配力を強めるものに他なりません。

川田耕治氏が当社の取締役に就任することで、提案株主の意を汲み、少数株主

の利益を顧みない経営関与がなされ、あるべき当社の本業が阻害され、当社の企

業価値に悪影響を与え、最終的に少数株主の利益が損なわれる結果となること
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を、当社は何よりも懸念しております。

以上の点を踏まえるに、当社取締役会は、株主提案に係る取締役候補者である

川田耕治氏は監査等委員である取締役に適任ではないと判断いたしました。
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第４号議案　会社法316条２項に定める当社の業務及び財産の状況を調査する者

の選任の件

ア　議案の要領

（ア） 業務及び財産の状況を調査する者

調査の目的事項に記載の事項を調査させるため、会社法316条２項に

定める株式会社の業務及び財産の状況を調査する者（以下「調査者」と

いう。）を選任する。本議案の成立により調査者の選任は効力を生じ、

当社との間で別途契約を締結することを要しない。

調査者候補者は、以下のとおり。

氏名（生年月日）

三浦亮太（みうら りょうた）（1974年５月14日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

2000年４月 弁護士登録  森綜合法律事務所（現 森・濱田松本法律事

務所）入所

2007年１月 森・濱田松本法律事務所パートナー（2018年10月退任）

2008年６月 テクマトリックス株式会社 社外取締役（監査等委員）

（現任）

2019年１月 三浦法律事務所設立 同弁護士法人パートナー（現任）

2020年６月 東京エレクトロン株式会社 社外監査役（現任）

2021年６月 エーザイ株式会社 社外取締役（監査委員）（現任）

所有する当社の株式の数  ０株

（イ） 調査の目的事項

当社の2021年３月期における当社決算において941百万円の工事損失

引当金繰入額、工事遅延損害金、貸倒引当金繰入額及び棚卸資産評価損

を計上した経緯、当社の2020年３月期及び2021年３月期における当社決

算の適正性、並びに、これらに関連して調査者が必要と認める一切の事

項
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（ウ） 調査及び報告の方法

① 調査者は当社からも請求人からも独立して調査を行う。

② 調査期間は、本件臨時株主総会により調査者が選任された日から起

算して１か月とする。

③ 調査者は、調査期間末日までに、必要な調査を行ったうえで当該調

査の結果を記載した書面（以下「調査報告書」という。）を当社に

交付するとともに、その内容を公表する。

④ 調査者は当社の役職員に対して、調査のため必要と考える書類等の

開示、交付等を求め、また調査のため必要と考える事項について報

告を求めることができ、当社の役職員はこれを拒否できない。

⑤ 調査者は、当社の役職員その他の者が調査に協力せず、又は調査を

拒否若しくは妨害した場合、又は当社の役職員その他の者から調査

者若しくは補助者が直接的又は間接的に圧力等を受けた場合、これ

を調査報告書に記載する。

⑥ 調査者は、当社等と協議の上、調査対象とする事実の範囲（以下

「調査スコープ」という。）を決定する。調査スコープは、調査者

選任の目的を達成するために必要十分なものとする。また、調査者

は、その判断により、必要に応じて、調査スコープを拡大、変更等

を行うことができ、この場合には、調査報告書でその経緯を説明す

る。

⑦ 調査者は、当社の企業価値に著しい悪影響を与えることのないよ

う、当社のコストやリソース配分にも配慮して、調査スコープを設

定する。

（エ） 報酬

①　当社は、調査者に対して、社会通念上合理的な範囲で、調査に要し

た費用（調査者及び補助者の日当を含む）を支給する。調査者及び

補助者がその通常の業務に当たってタイムチャージに基づき報酬を

請求する場合には、当該タイムチャージに基づいて算定される報酬

は社会通念上合理的なものとみなす。

②　調査者の請求に対して、当社が調査に要した費用の全部又は一部の

支給を拒否する場合、請求人が、調査者に対して、当該支給を受け
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られなかった費用を補償する。

（オ） その他の事項

調査者は、各自、適当と認める者を補助者に選任し、調査者の業務の

一部を委任することができる。ただし、当社の役職員を補助者とするこ

とはできない。

イ　提案の理由

当社は、2021年３月期に941百万円の工事損失引当金繰入額、工事遅延損害

金、貸倒引当金繰入額及び棚卸資産評価損を計上した（2021年５月13日付け当社

プレスリリース「（開示事項の経過）工事損失引当金繰入額及び特別損失（工事

遅延損害金、貸倒引当金繰入額、棚卸資産評価損）の計上に関するお知らせ」に

おいて公表された）。この点について、請求人は、2021年６月24日開催の明治機

械の定時株主総会において、「2021年３月期におけるこれらの計上項目は、長期

プラント工事の売上原価等がまとめて会計処理されたことに起因するか」という

旨の質問をした。

これに対し、当社代表取締役社長日根年治氏（以下「日根社長」という。）

は、プラント工事は複数年にわたるが、その間に様々な業者と交渉した結果、資

材の価格が決定された時期が2021年３月期に重なったこと、当該資材の価格は上

昇したこと、それに伴う仕様の見直しが困難であったこと、2021年３月期の決算

に誤りはないことを答弁した。

他方、同社取締役前社長中尾俊哉氏（以下「中尾前社長」という。なお、中尾

前社長は、当該定時株主総会の前日である2021年６月23日開催の当社臨時取締役

会において当社代表取締役社長を解職されていた）は、工事進行基準を適用する

に当たって未確認の原価がある中で計算を行った結果、2021年３月期の第４四半

期において大幅な損失を計上するに至ったこと、本事象は昨年（2020年）に発覚

したものであり、昨年（2020年３月期）の有価証券報告書の訂正が必要という認

識であることを答弁したため、日根社長と中尾前社長の答弁の間には著しい齟齬

と矛盾があった。

これらの答弁によれば、当社では、未確認の原価がある中で工事進行基準によ

る原価計算を行ったか、あるいは、意図的に原価計上を遅らせたため、本来なら

ば過年度の有価証券報告書において反映させるべきであった売上原価が過去の決
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当社の取締役会は、第４号議案に 反対 であり、株主の皆様に反対の議決

権行使を推奨いたします。

算に反映されておらず、その結果、2021年３月期に大幅な損失を計上するに至っ

た可能性がある。言い換えると、2020年３月期以前の有価証券報告書に虚偽記載

があった可能性がある。このように、当社の2021年３月期及び過年度の計算書類

が、当社の決算を適正に反映しているか否かについては、不透明な状況が生じて

おり、これに関して実態が明らかにされていない。

なお、当社では、このような過年度における決算の誤りの可能性があるにもか

かわらず、2020年６月開催の定時株主総会の決議に基づき、１株につき４円に創

業120周年記念配当１円を加えた５円を配当していた。

請求人は、当社に対する2021年10月26日付け質問状において、この点の経緯に

ついて同年11月２日までの回答を求めたが、当社からは現時点に至るまで回答を

留保されている。

当社における適正な決算を確保するためには、当社経営陣から独立した調査者

による調査を行うことにより、このような不透明な状況の実態を明らかにする必

要がある。そして、これらの調査は、計算書類及びその附属明細書並びに連結計

算書類について、当社の状況を正しく反映し、もって適切な経営を図るものであ

るから、直ちに調査を実施すべきものである。

請求人は、調査者候補者として、十分な専門性や経験を有し、当社経営陣のみ

ならず請求人からも独立した者を追って指定するが、そのような調査者により、

公正かつ客観的な実態解明に取り組むことを企図している。

よって、この度、臨時株主総会の招集を請求し、本議案を提案するものであ

る。

【第４号議案に対する当社取締役会の意見】

[意見]

当社は、2022年１月20日付「独立調査委員会の設置に関するお知らせ」にてお

伝えしておりますとおり、提案株主からの株主総会招集請求書を受けて、同日付

で独立調査委員会を設置いたしました。

提案株主からの株主総会招集請求書によると、2021年６月24日に開催いたしま
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した当社第146回定時株主総会において、日根年治代表取締役社長と中尾俊哉取

締役（当時）の答弁の内容に著しい齟齬と矛盾があった旨記載されております。

この点については、既に当社では、かかる答弁のあった第146回定時株主総会

以降、毎月開催しております当社定時取締役会において、第146回定時株主総会

での中尾俊哉取締役（当時）の答弁内容に関しての検証を行っております。具体

的には、当社監査等委員会において、中尾俊哉取締役（当時）の答弁内容である

「工事進行基準」に関して、当時の監査法人へのヒアリング及び当時の監査資料

のモニタリングを実施し、その結果、監査等委員会より、中尾俊哉取締役（当

時）が答弁した「工事進行基準」に関する問題は確認されず、適正な会計処理が

行われたことを確認した旨、2021年12月15日開催の当社取締役会において報告が

行われております。当該報告を行った監査等委員会の監査等委員には、提案株主

の取締役でもある石田稔夫氏も含まれております。

当社は監査法人の監査を受けており、提案株主が問題視する2020年３月期及び

2021年３月期のいずれも監査法人から無限定適正意見が出されております。第

146回定時株主総会での中尾俊哉取締役（当時）の答弁は、当該定時株主総会に

出席していた提案株主の村田秀和取締役からの中尾俊哉取締役（当時）を回答者

として指名をした上でなされた質問に対して行われたものです。第146回定時株

主総会での中尾俊哉取締役（当時）の答弁内容は具体的なものではなく、当社と

しては、当該定時株主総会を混乱させその成立を阻むことを目的として、何の根

拠もなくなされた発言であったと捉えております。

しかし、当社としては、提案株主からかかる疑念を提示された以上、本件に関

しては、公正かつ客観的な検証を行うべきと判断し、当社と利害関係を有しない

外部の専門家から構成される独立調査委員会を設置して、専門家である第三者の

調査に委ねることといたしました。

当社としては、提案株主から指名された調査者による調査が公正に行われるか

について強い疑念を有しており、作為的な調査により当社の経営に混乱を生じさ

せるおそれがあること、また、以上のとおり、当社として既に独立調査委員会の

調査を行うこととしていることから、当該株主提案には反対すべきと判断いたし

ました。

以 上
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　新型コロナウイルスによる感染拡大が続いております。株主総会へのご出席に
際しましては、ご自身のご体調をご確認の上、感染防止にご配慮賜りますようお
願い申し上げます。
　また、株主総会会場において、感染防止のための措置を講じる場合がございま
すので、ご協力賜りますようお願い申し上げます。
　何卒、ご理解を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

株主総会会場ご案内図
会場：東京都千代田区神田美土代町７番地

住友不動産神田ビル　ベルサール神田　２階ホール
※前回と会場が異なりますので、お間違えのないようご注意ください。

TEL 03-5281-3053

靖国通り

神田警察通り

ベルサール神田
（住友不動産神田ビル）

小川町駅 淡路町駅

神田駅

新御茶ノ水駅
（千代田線）

（都営新宿線）

（丸ノ内線）

（銀座線）

北口

A6出口

みずほ
銀行

B6出口

武蔵野銀行

郵便局

デニーズ

ミニストップ

北日本
銀行

美土代町

淡路町

司町

司町二丁目

神田駅北口

小川町

Ｎ

西口商店街

ＪＲ神田駅

富士そば

４出口

外
堀
通
り

本
郷
通
り

中
央
通
り

［交通のご案内］

●都営地下鉄新宿線 小川町駅 B6 出口より【徒歩５分】

●東京メトロ千代田線 新御茶ノ水駅 B6 出口より【徒歩５分】

●東京メトロ丸ノ内線 淡路町駅 A6 出口より【徒歩５分】

●ＪＲ線 神田駅 北口より【徒歩５分】


